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第５次行政改革大綱は、本市において、昭和６０年度より始まった４次の行政改革大綱と

平成１７年度末に全国の地方自治体で策定された集中改革プランまでの行政改革の流

れに連続するもので、最も踏み込んだ改革への取組みを長期に亘り宣言したものです。

この第５次行政改革大綱では、財政状況の現状分析と長期の財政推計を行い、危機的

な状況を明らかにしています。これは、本市の財政状況が極めて深刻な局面にあることを

意味しているとともに、魅力あるまちづくりを行っていくための転換点を創ろうというもので

す。この、第５次行政改革大綱に基づき、３ヶ年ごとに定める具体的な実行計画が、ここに

規定しました第１次アクションプランとなります。アクションプランには、対象期間を平成１７

年度から平成２１年度とする集中改革プランを包含し、同時に進行管理を図っていくよう

に整理しました。このアクションプランは、市の附属機関である行政改革推進委員会の協

力のもと毎年成果を検証し、市民の皆様に広く公表していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 対象期間 平成１９年度～平成２１年度 

■ 対象事業数 １０２事業 

（行政改革大綱分野別事業数） 

◇ 組織制度の抜本改革 １１事業 

◇ 減量と効率化の推進 ７３事業 

◇ 住民自治とガバナンス・民間活力の活用 ２６事業 

◇ ブランド力のあるまちづくりを創造 ８事業 

（同一事業で複数の分野に該当しているものもあります。） 

大綱 （長期の指針によって間断なく行政改革を推進） 

アクションプラン（３年ごとの具体的な改革実行計画の実施と検証）

集中改革プラン（５年） 
(平成１７年度→平成２１年度） 

第 １ 次 
（平成１９→２１年度） 

第 ２ 次 
 
（平成２２→２４年度） 

第 ３ 次 
 
（平成２５→２７年度） 



豊明市第5次行政改革パブリックコメント用素案資料

第５次行政改革　第１次アクションプラン（案）

19 20 21

1 企画部 人事秘書課 広報係 ホームページ・広報紙への広告掲載

ホームページ・広報紙に民間企業の広告を掲載して収入
増を図る。

年間約６００千円×３年＝１，８００千円

1,800
Ｈ実施
広検
討

→
実施

→
→

集中改革プランの再掲

2 企画部 人事秘書課 人事係 定員管理の適正化　(純減への取組み）

団塊世代の大量退職に対応して年齢層の標準化を図る
暫定増の期間を経て、平成２２年度で平成１７年度比１０
人の減員（１．８％）とする。

総計目標年次平成２７年度では平成１７年度比５９人減
員（１０．７％）／５次行革目標年次平成２１年度では平成
１７年度比１名減員（0.2%)／平成２１年度では平成１９年
度５５８人比９名減員（１．６％） 実施 → → 集中改革プランの再掲

3 企画部 人事秘書課 人事係 定員管理の適正化　(その他の手法①）

正規職員配置の必要性が低い業務には非常勤職員等を
配置／雇用形態を見直し、新たな任用制度の導入を図
る。

集中改革プランの再掲

4 企画部 人事秘書課 人事係 給与の適正化等

通勤手当の見直し／特殊勤務手当ての見直し／福利厚
生事業の見直し

１，９２０千円＋９３０千円＋９００千円＝３，７５０千円
年間約３，７５０千円×３年＝１１，２５０千円

11,250 実施 → → 集中改革プランの再掲

5 企画部 人事秘書課 人事係 県内、県外旅費の見直し

県内旅費について削減する。（５％）／県外研修のあり方
についても見直し、県外旅費を削減する。

県内旅費　年間約４００千円×３年＝１，２００千円
県外旅費　年間約２，０００千円×３年＝６，０００千円

7,200 実施 → → 集中改革プランの再掲

6 企画部 人事秘書課 人事係 人材育成の推進

新たな人事管理システムの確立／職員研修の見直し・充
実強化／人を育てる職場環境づくり／その他人材育成を
実現するための諸施策

実施 → → 集中改革プランの再掲

7 企画部 人事秘書課 人事係
市民満足度向上のための顧客志向の接遇
推進

接客技術の向上を図り、市民の満足度を窓口においても
高めていく。スマイル接客運動を多角的に推進していく。
平成１６年度より３５４名がCS向上研修を受講し、平成１８
年度より実施のクレーム対応研修は平成１９年度より２日
開催とし組織のコミュニケーション能力向上と顧客志向へ
の意識改革を目指す。

実施 → → 新規

8 企画部 人事秘書課 人事係 研修費の経費削減

平成１８年度より全国市町村海外派遣研修を隔年実施と
したが、これを継続する。また前年度に受講希望調査を行
い、希望者がない場合は実施年度であっても派遣を見送
ることとする。

制度改正前　予算１，０００千円×３年＝３，０００千円　A
制度改正後　平成１９年度（希望無し）０千円
平成２０年度（実施非該当年度）０千円
平成２１年度（実施年度）予算１，０００千円　B
A－B＝２，０００千円

2,000 実施 → → 新規

9 企画部 人事秘書課 人事係 超過勤務の削減

手当ての超過勤務割合は平成１６年度１０．６８％、平成１
７年度１０．３０％で１億６，０００万円前後となるため、ノー
残業デーの徹底、週休日等における超過勤務及び事前
届出制の強化、週休日における超過勤務の振替強化を
図り、各年度４５，０００時間以内を目指す。

１時間２，９００円×４５，０００時間＝１３０，５００千円
平成１７年度１５７，３２６千円－１３０，５００千円＝２６，８
２６千円
年間２６，８２６千円×３年＝８０，４７８千円
（目標見込み）

80,478 実施 → → 新規

10 企画部 企画政策課 政策推進係 定員管理の適正化　(その他の手法②）

ＩＴ利用や機構改革により事務の意効率化を図る。／効率
性、専門性、行政責任の確保等を踏まえ、民間活力の導
入を推進する。

具体的な計画を記載すること。

実施 → → 集中改革プランの再掲

改革内容課部 大綱との関連事業名係 備考
実施年度

目標額（千円）効果

組織制度 減量効率化

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

資料２
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11 企画部 企画政策課 政策推進係
公正の確保と透明性の向上②（①は総務
課）

市民から信頼される行政運営のため、パブリックコメント
等の活用により情報公開を積極的に図る。

実施 → → 集中改革プランの再掲

12 企画部 企画政策課 政策推進係 行政評価制度の推進

業務管理型から、総合計画の進行管理型に改編した事務
事業評価及び施策評価制度を全庁でＰＤＣＡサイクルの
自己管理に活用し、結果を情報発信していく。また予算編
成等との連携を図っていく。 実施 → → 新規

13 企画部 企画政策課 政策推進係 機構改革の推進

地方自治法の改正に対応し、副市長制へ移行する等新
たな組織のあり方を図っていく。また指定管理者制度を始
めとする民間活力の活用と連動した組織改革も行ってい
く。

実施
検討

→
→

→
実施

新規

14 企画部 企画政策課 政策推進係
民間活力の活用（指定管理者制度等の適正
導入）

公の施設の運営、管理について指定管理者制度や業務
委託を検討し、最適な民間委託を導入する。情報の収集
を積極的に進め、公共サービスの質向上に努める。公共
サービス改革法（市場化テスト法）等の新たな公共サービ
スの提供手法も研究する。

実施 → → 新規

15 企画部 企画政策課 政策推進係 業務改善運動の推進

職員主体、現場起点の改善運動を積極的に推進する。ア
ウトカム志向の業務執行を常識化し、市民の視点に立っ
た柔軟なサービス提供に努めていく。また運動をとおして
学びの共有化を図っていく。現場でのコスト縮減運動を展
開する。

実施 → → 新規

16 企画部 企画政策課 政策推進係 経営戦略会議の充実

経営戦略会議にマネジメント機能の向上に寄与し、且つ
職員のスキル向上の場としても機能するプロジェクトチー
ム活動は、横断型組織内シンクタンクとしての定着化を
図っていく。 実施 → → 新規

17 企画部 企画政策課 情報化推進係 統合型ＧＩＳの構築

各部署で別々に管理されている地図情報の共有化を図
る。また、インターネットで地図情報を公開する。

実施
拡大

→ → 集中改革プランの再掲

18 企画部 企画政策課 情報化推進係 電子申請・届出システムの構築

あいち電子自治体推進協議会が開発するシステムを利用
して導入しているが、これをさらに拡大する。

実施
拡大

→ → 集中改革プランの再掲

19 企画部 企画政策課 情報化推進係 施設予約システムの構築

あいち電子自治体推進協議会が開発するシステムを利用
して導入している。施設の電子予約、空き状況照会が可
能になる。 実施

拡大
→ → 集中改革プランの再掲

20 企画部 企画政策課 情報化推進係
庁内ポータルサイトを中心とした共通基盤整
備

グループウェア、イントラの再構築と各システムの管理を
一元化し、共通基盤となる電子決裁を導入し、各職員毎
のトップページを作成することで事務の効率化を図る。

導入 実施 → 集中改革プランの再掲

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化
ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

2



豊明市第5次行政改革パブリックコメント用素案資料

21 企画部 企画政策課 情報化推進係 地域安心安全情報共有システムの推進

パソコンや携帯電話を利用して情報発信するシステムを
導入してるが、グループ単位での情報発信へ拡大を図
る。

拡大 → → 集中改革プランの再掲

22 企画部 企画政策課 情報化推進係
職員ポータルシステムの導入と出退勤ターミ
ナルによる効率化

イントラネットと個人管理システム（ノーツ）を統合した職員
ポータルサイトを構築し、電子決裁、ペーパーレスの推進
を図る。また、職員の時間管理を一層効率化するため、出
退勤ターミナルを設置し、効率的な事務事業推進を行い
経費削減を図る。

平成１８年度　１５，７８０千円
平成１９年度　１１，３９４千円
年間約４，３８６千円×３年＝１３，１５８千円
（目標見込み） 13,158 実施 → → 新規

23 総務部 総務課 行政係 加除式図書の一部の加除を中止

インターネットの普及等により使用頻度が低下した加除式
図書（職員用）について、その一部を中止する。

年間約８００千円×３年＝２，４００千円

2,400 実施 → → 集中改革プランの再掲

24 総務部 総務課 行政係 統合型文書管理システムの導入

文書管理システムを導入することで、電子決裁と連携し事
務の効率化と情報の効率的な管理を行う。

導入 実施 → 集中改革プランの再掲

25 総務部 総務課 行政係
公正の確保と透明性の向上①
（②は企画政策課）

市民から信頼される行政運営のため、行政手続き条例、
情報公開条例等の活用により情報公開を積極的に図る。

実施 → → 集中改革プランの再掲

26 総務部 総務課 管財係 使用料・手数料の料金改定

使用料負担の見直しを図り、適正な負担額に改定し、市
財政の財源の確保を図るため、全ての使用料・手数料の
見直しを図る。。

１００，０００千円×３％×１年＝３，０００千円
（目標見込み）

3,000 検討 着手 実施 新規

27 総務部 総務課 管財係 職員駐車場の有料化

市有地の有効活用を図るため、職員駐車場を有料化す
る。

年間約１，０００千円×３年＝３，０００千円

3,000 実施 → → 集中改革プランの再掲

28 総務部 総務課 管財係 中型バス新規購入中止

市所有の中型バスの新規購入を平成１８年度において中
止する。

集中改革プランの再掲

29 総務部 総務課 管財係 未利用財産の売り払い等

公有財産の有効活用を図るとともに、未利用地のうち利
用価値がないものは売却を検討する。

集中改革プランの再掲

30 総務部 総務課 管財係 公用車運転の業務委託拡大

一部委託を継続し、議長車、マイクロバスの運転を委託
化する。

実施 → → 集中改革プランの再掲

組織制度 減量効率化

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

減量効率化

ブランド力

組織制度

ガバナンス

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力
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31 総務部 総務課 管財係 樹木剪定等委託料の削減②（庁舎）

庁舎花壇の一部に管理作業手間のあまりかからない地
被類植物を植栽し、契約内容の見直しを図る。
（現状）庁舎・分庁舎樹木管理委託１，１５５千円　庁舎花
壇管理委託６０２千円　合計１，７５７千円

（改革後）庁舎高木管理委託６５３千円　庁舎・分庁舎低
木・花壇管理委託５３０千円
１，７５７千円－１，１８３千円＝５７４千円
年間約５７４千円×３年＝１，７２２千円
（目標見込み）

1,722 実施 → → 新規

32 総務部 総務課 管財係 軽自動車導入を重視した公用車の更新

普通車の公用車は、燃料費が多くかかり、不経済であり
それを是正する。主に市内を行動範囲とする車両の更新
は、購入価格が廉価で、距離当たりの燃費のよい軽自動
車とするよう努める。 実施 → → 新規

33 総務部 総務課 管財係 公用車へのＥＴＣ採用

名古屋高速券の廃止に伴い、割引廃止と合わせ事務の
煩雑さを招いている。マイクロバスに採用するとともに公
用車の一部にＥＴＣの配備を検討することで割引制度を活
用し通行料の軽減を図る。 実施 → → 新規

34 総務部 財政課 財政係 清掃委託料の削減

市役所、福祉体育館、文化会館等公共施設の清掃委託
料の見直しを図る。（１０％削減）

年間約８，１９０千円×３年＝２４，５７０千円

24,570 実施 → → 集中改革プランの再掲

35 総務部 財政課 財政係 樹木剪定等委託料の削減①（全体）

小中学校や保育園、児童館等の樹木の剪定、草刈につ
いて委託料の見直しを図る。（１０％削減）

年間約２，４７０千円×３年＝７，４１０千円

7,410 実施 → → 集中改革プランの再掲

36 総務部 財政課 財政係 経常経費の見直し

経常経費のうち消耗品について削減する。（５％削減） 年間約１０，０００千円×３年＝３０，０００千円

30,000 実施 → → 集中改革プランの再掲

37 総務部 財政課 財政係 補助金の削減

平成１９年度早急に検討に着手し、平成２１年度から１
０％目標に削減を図る。

約６００，０００千円×０．１＝６０，０００千円
（目標見込み）

60,000 検討 → 実施 新規

38 総務部 財政課 契約検査係 電子調達システムの構築

あいち電子自治体推進協議会が開発するシステムを利用
して導入する。業者登録申請の電子化及び電子入札を実
施する。

導入 拡大 → 集中改革プランの再掲

39 総務部 収納課 収納係 市民税等の前納報奨金の交付率の縮小

市民税及び固定資産税の全期分を第1期に納める際に、
第2期以降の金額に乗ずる交付率を０．５％から０．３％に
縮小する。限度額を５万円から３万円に引き下げる。

年間約２５，０００千円×３年＝７５，０００千円

75,000 実施 → → 集中改革プランの再掲

40 総務部 収納課 収納係 税の徴収対策

納税の公平性を保つため市税滞納者に面接、電話、文書
等で催告し状況にあった納税指導を行う。納税者の利便
向上を図り、時間外納税相談や納付機会の拡大を図る。
納税意識向上への啓発を実施 集中改革プランの再掲
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41 総務部 収納課 収納係 インターネット公売の実施

インターネットオークションを活用して公売を行うことで多く
の入札者を確保し、換価性の高い動産を公売することで
税収増を図る。またせりによって高値が期待でき、従前売
れなかったものも公売が期待できる。実施自体が納税者
に対する啓発効果をもつ。

調査
研究

検討 実施 新規

42 総務部 防災安全課 防災安全係 防災訓練と水防訓練の同時開催

別々の時期に実施している訓練を同時開催することによ
り、地域の負担軽減と経費の節減を図る。

年間約１，０００千円×３年＝３，０００千円

3,000 実施 → → 集中改革プランの再掲

43 総務部 防災安全課 防災安全係 防災モデル地区補助金の廃止

防災モデル地区の目的は達成したので補助金を廃止す
る。（平成１８年度）今後は、自主防災組織の育成に重点
をおいた事業展開を行う。

年間約１５０千円×３年＝４５０千円

450 実施 → →
集中改革プランの再掲
（平成１８年度見直しに伴
う）

44 総務部 防災安全課 防災安全係 交通安全モデル地区補助金の見直し

交通安全モデル地区補助金を各地区の事業内容により
見直し、減額を図る。（２０万円から１０万円へ）

年間約１００千円×２年＝２００千円

200 検討 実施 → 集中改革プランの再掲

45 市民部 市民協働課 広聴市民相談係
市長への手紙の（ハガキ）広報紙折込の廃
止

例年５月号広報紙に料金受取人払いのハガキを折り込ん
でいるが、これを廃止し、ハガキを設置する公共施設を増
やす。

年間約３０千円×３年＝９００千円

900 実施 → → 集中改革プランの再掲

46 市民部 市民協働課 広聴市民相談係 広聴内容のホームページへの公表

市民からの問いかけに対する回答や、要望、意見提言と
いった情報は市民の中で共有化されることが求められる
ので、ホームページを活用して情報発信する。

着手 検討 実施 新規

47 市民部 市民協働課 市民活動推進係 豊明まつりの見直し

春、夏、秋と開催する豊明まつりについて、意義・内容・運
営方法などについて全体的な見直しを図る。

年間約１，４４０千円×３年＝４，３２０千円

4,320 実施 → → 集中改革プランの再掲

48 市民部 市民協働課 市民活動推進係 地域協働の推進

地域における自主活動を支援し、市民自治力を高める。
公共サービスについても多様な主体との連携、協働によ
る役割分担を進め、市民協働推進基本計画の策定により
基本的なルール作りを行い、行政主導型から市民協働型
へ市民と職員の意識改革を進める。

実施 → → 集中改革プランの再掲

49 市民部 市民協働課
都市・国際交流
係

豊根村温泉券助成率の改定

有効都市豊根村の「湯～ランドパルとよね」の入湯権の助
成をして販売している。これを大人１枚１００円、小人１枚５
０円から、大人１枚２００円、小人１枚１００円で販売する。

年間約１５０千円×３年＝４５０千円

450 実施 → → 集中改革プランの再掲

50 市民部 市民協働課 統計係 統計書の印刷廃止

電子情報での情報発信に改め、経費の削減を図る。統計
書の一部が必要情報である場合が多く、インターネットの
普及により印刷の必要性は低下している。ホームページ
の充実を一層図り、パソコン環境にない方への工夫も考
慮しつつ実施する。

統計書１，５７０円×３００冊×１．０５＝４９１千円
ポケット版９５円×９５０枚×１．０５＝９４千円
年間約５８５千円×２年＝１，１７０千円

1,170
検討
準備

実施 → 新規

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

ブランド力ガバナンス

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

5



豊明市第5次行政改革パブリックコメント用素案資料

51 市民部 保険年金課 保険係 無受診世帯表彰の見直し

国民健康保険加入者で、１年間又は３年間以上受診して
いない方を対象に記念品を配布しているが、これを見直
す。

年間約６００千円×３年＝１，８００千円

1,800 実施 → → 集中改革プランの再掲

52 市民部 保険年金課 保険係 後発医薬品（ジェネリック医薬品）の推奨

増加する医療費抑制のため、安価で新薬と同じ成分・効
果を持つジェネリック医薬品の処方について医師、薬剤
師、被保険者に対し呼びかけ、推奨していく。

年間約８，４００千円×３年＝２５，２００千円

25,200 実施 → →
集中改革プランの再掲
（平成１８年度見直しに伴
う）

53 市民部 保険年金課 保険係 健診事業の受益者一部負担金の導入

国民健康保険加入者に対して実施している健診事業（基
本健診を除く）について、ガン健診に係る費用が高額と
なっているので受信者に一部負担金を求める。これにより
生活習慣改善事業を実施する。

年間約４，０９０千円×２年＝８，１８０千円

8,180 実施 → 集中改革プランの再掲

54 市民部 保険年金課 保険係 国保税課税本算定方式の導入

国保税課税額は市民税の確定により決定するが、現在は
課税額決定前に仮算定により通知し納付する方式のため
制度が複雑で理解が得られにくい。本算定方式で納付書
送付は年６回から２回となり事務の簡素化が図られ納付
書送付時は納税者に対しても分かりやすい。

納付書送付回数が年６回から２回にすることにより、年間
５００万円の経費が削減される。なお、初年度はシステム
変更料約５００万円必要となり２１年度までには１,０００万
円の経費が削減される。
（目標見込み）

10,000 実施 → → 新規

55 市民部 保険年金課 保険係 国保保健指導事業

訪問対象者をリスク選抜し適正受診へ誘導したり、健康
手帳を活用してかかりつけ医への受診を促す等医療費の
適正化を図る。なお、訪問指導事業は委託事業となるが
全額国庫補助金で実施する。

訪問対象者を１７０人と設定すると削減される医療費は
半年間で１８０千円となる。
半年間約１８０千円×６＝１,０８０千円
（目標見込み） 1,080

検討
実施

→ → 新規

56 市民部 保険年金課 年金医療係 健康老人表彰の見直し

表彰基準を５段階に分け賞状と記念品を配布している
が、対象者の４割が辞退している状況にあるため、これを
見直す。

年間約６００千円×３年＝１，８００千円

1,800 実施 → → 集中改革プランの再掲

57 市民部 保険年金課 年金医療係 老人保健個人別医療費通知の回数削減

個人別医療費通知を年４回から３回へ削減する。 年間約３８０千円×３年＝１，１４０千円

1,140 実施 → →
集中改革プランの再掲
（平成１８年度見直しに伴
う）

58 市民部 保険年金課 年金医療係 福祉給付金支給方法の見直し

老人保健受給者の精神障害者医療助成において、償還
払いから包括申請による自動給付払いに改める。

年間約２５０千円×３年＝７５０千円

750 実施 → →
集中改革プランの再掲
（平成１８年度見直しに伴
う）

59 市民部 環境課 環境保全係 環境フェアの単独開催中止

ＮＰＯ法人との共催による環境フェアの単独開催から、豊
明まつりでの実施による開催方法への変更により、企画
運営委託を廃止する。平成１２年度より行政主導を脱却
し、市民の視点に立った意識の向上に寄与することがで
きた。当初の目的は達成され事業を縮小

年間約１，９５０千円×３年＝５，８５０千円

5,850 実施 → →
集中改革プランの再掲
（平成１８年度見直しに伴
う）

60 市民部 環境課 環境保全係 太陽光発電システム補助金の廃止

太陽光発電システム導入の普及促進をめざして、平成１３
年度より実施してきた補助金制度（補助内容；１KW当り１
０万円・上限４０万円）を平成１７年度にて終了した。この５
年間に１２０基、３８，３３０千円の補助を行った。

技術革新により、導入単価（１００万円→６０万円/KW当
り）が安価になり、補助の必要性がなくなり、市の補助金
を廃止した。
年間約８，０００千円×３年＝２４，０００千円 24,000 実施 → →

集中改革プランの再掲
（平成１８年度見直しに伴
う）
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61 市民部 環境課 環境保全係 草刈機の貸出有料化制度導入

雑草の除去作業に市として協力する草刈機の無料貸出
（平成１７年度総経費１，０４０，７３０円、利用件数５２３
件、１台あたり約２，０００円）　を行ってきた。平成１８年度
より「あき地の保全管理に関する条例」が施行され、地主
にあき地の管理責任を明確化した。

応分の負担(４分の１：２,０００円÷４＝５００円/１台当り）
を利用者に求め、市の負担額の軽減を図り、健全な財政
の運営に当たって行きたい。平成１９年度５００×１００件
平成２０年度５００×２００件　平成２１年度５００×２００件
（目標見込み）

250 実施 → → 新規

62 市民部 環境課 リサイクル係 ごみ袋の有料化の検討

ごみそのものを抑制するため可燃ごみ、不燃ごみ、プラご
み、生ごみの市指定袋の有料化を平成２１年度までに検
討する。課題としては現在の自由販売制からの切替え、
在庫補償、販売店の登録等の問題。市単独での有料化
を実施をするのかを検討する必要性がある。

ごみ処理にかかる費用負担を排出者責任とすることによ
り、ごみの発生抑制を期待できる。

検討 → → 集中改革プランの再掲

63 市民部 環境課 リサイクル係 資源ごみ回収交付金の交付率の縮小

区町内会による行政回収及び子ども会による集団回収に
おける回収奨励金の交付単価を平成１７年度、平成１８年
度に１円づつ引き下げた。平成１８年度より年間基本額を
４万円から２万円に引き下げる。

平成１７年度実績　５，８００千円
平成１８年度実績　５，８００＋７，８００千円
平成１９年度より１３，６００千円×３年＝４０，８００千円

40,800 実施 → →
集中改革プランの再掲
（平成１８年度見直しに伴
う）

64 市民部 環境課 リサイクル係 廃食用油の燃料化事業

廃棄処分の給食センター食用油をバイオディーゼル燃料
として生成しパッカ-車の燃料として活用する。　家庭用廃
油の回収及び燃料化を検討していく場合に油の区分等課
題がある。経費節減等の財政効果と循環型社会形成、地
球温暖化防止効果を目指す。

燃料代（軽油）１２０円×１０，８００㍑＝１，２９６千円
バイオディーゼル燃料経費（消耗品費、処理手数料）７７
８千円
（１，２９６千円ー７７９千円）×２．５年＝１，２９２千円
（目標見込み）

1,292 実施 → → 新規

65 市民部 環境課 リサイクル係 収集運搬における経費の削減

ごみの収集運搬に係る経費の見直しを図り、委託料の削
減を図る。

委託料の算定に際し、業務改善を促す。平成１８年度１３
２，８２５千円、平成１９年度１２６，０００千円、平成２０年
度１２０，０００千円、平成２１年度１１４，０００千円　各年
度の対平成１８年度削減額６，８２５千円＋１２，８２５千円
＋１８，８２５千円＝３８，４７５千円
（目標見込み）

38,475 実施 → → 新規

66 市民部 環境課 有機循環推進係 生ごみ堆肥化促進事業補助金の廃止

生ごみを堆肥化するコンポスト、電動生ごみ処理機及び
その他堆肥化容器の購入者に対し一定割合の補助金を
交付していたが、当初の普及促進の目的を達成したため
事業を廃止した。

年間約２，１５０千円×３年＝６，４５０千円（集Ｐから算
出）
平成１７年度補助実績額２，０６２，９００円（環境課提示）

6,450 実施 → →
集中改革プランの再掲
（平成１８年度見直しに伴
う）

67 市民部 環境課 有機循環推進係 有機循環都市をめざして

生ごみの収集運搬は委託収集業者が行っているが、今後
地区拡大により、コストの増大が課題となる。収集運搬コ
ストの見直しを図り、さらに市民団体等による収集運搬業
務の参画を検討し、収集コストの削減と有機循環のまち
づくりを創造する。

収集世帯数８，０００世帯と仮定して計算（現実とは違い
ます）平成１９年度５，２００千円÷１，８３５世帯×８，３０
０世帯≒２３，０００千円平成２１年度市民団体等２団体で
５，０００世帯収集６，０００千円×２団体＝１２，０００千円
委託業者３，３００世帯収集８，０００千円
（目標見込み）

3,000 検討 検討 実施 新規

68 市民部 環境課 有機循環推進係 生ごみ堆肥の生産効率化

製品である生ごみ堆肥（土壌改良剤）の販売や、販売
ルートの開拓等経費の削減と財源の確保を図っていく。

平成１９年度約５００千円＋平成２０年度約８００千円＋平
成２１年度約１，０００千円＝２，３００千円
（目標見込み）

2,300 実施 → → 新規

69 市民部 環境課 有機循環推進係
生ごみ専用袋のコストダウン（生分解性プラ
ごみ袋）

平成１３年度から毎年購入している生ごみ専用袋の品質
価格について見直す。平成１８年度に他者メーカーのごみ
袋で実験し品質価格面で検討した結果、従来品と性能的
に遜色なく分解し、かつ１枚当たりの単価も安価であるた
め平成１９年度から他者メーカー品の採用を実施する。こ
れにより１トン当たり約１万円堆肥化コストが削減される。

平成１９年度歳出削減約３，０４０千円
平成２０年度歳出削減約５，２７０千円
平成２１年度歳出削減約６，４９０千円
（目標見込み） 14,800 実施 → → 新規

70 健康福祉部 社会福祉課 社会係 総合福祉会館の管理業務の合理化

会館業務委託の一部をシルバー人材センターから社会福
祉協議会（職員の勤務時間帯である月～土９：００～１７：
００貸館業務を含み無償）に依頼する。

年間約１，５００千円×３年＝４，５００千円

4,500 実施 → →
集中改革プランの再掲
（平成１８年度見直しに伴
う

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力
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71 健康福祉部 社会福祉課 社会係 社会福祉協議会相談業務等事務の見直し

社会福祉協議会における相談業務等事務の見直しを図
り、経費を削減する。

結婚相談業務の補助率を９０％から５０％に減額
平成１８年度事業費１，０４７千円×９０％＝９４２千円
平成１９年度事業費１，００５千円×５０％＝５０３千円
９４２千円－５０３千円＝年間４３９千円×３年＝１，３１７
千円
（目標見込み）

1,317
検討
一部
実施

→ → 新規

72 健康福祉部 高齢者福祉課 高齢者係 敬老祝金支給対象者の見直し

敬老祝金の支給対象者（８８歳以上高齢者全員支給）の
見直しを行う。節目の歳米寿（数え８８歳）及び数え９５歳
以上に対して支給する。

年間約５，３００千円×３年＝１５，９００千円

15,900 実施 → →
集中改革プランの再掲
（平成１８年度見直しに伴
う）

73 健康福祉部 高齢者福祉課 高齢者係 宅配給食サービスの利用者負担の見直し

ひとり暮らしの高齢者等に給食を宅配するサービスの利
用者負担金を１食当たり３００円から４００円に引き上げ
る。

年間約２，９００千円×３年＝８，７００千円

8,700 実施 → →
集中改革プランの再掲
（平成１８年度見直しに伴
う）

74 健康福祉部 高齢者福祉課 高齢者係 高齢者安否確認訪問事業の見直し

ひとり暮らしの高齢者等に乳酸菌飲料を宅配するサービ
スを見直す。（現行６５歳以上）

実施 → →
集中改革プランの再掲
（平成１８年度見直しに伴
う）

75 健康福祉部 高齢者福祉課 高齢者係
老人福祉センターの指定管理者制度導入検
討

老人福祉センターの運営、管理について指定管理者制度
や業務委託を検討し、最適な民間委託を導入する。（平成
２２年度導入予定）

検討 →
導入
準備

集中改革プランの再掲

76 健康福祉部 高齢者福祉課 介護保険係 家族介護ヘルパー受講費補助の廃止

介護保険法施行から経過し、在宅介護における介護給付
のサービス利用も浸透したことにより、事業の所期目的が
達成されたことから訪問介護養成講座の受講費補助を廃
止する。

年間約３００千円×３年＝９００千円

900 実施 → →
集中改革プランの再掲
（平成１８年度廃止に伴う）

77 健康福祉部 高齢者福祉課 介護保険係
在宅介護推進事業（お試し在宅サービス）の
廃止

介護認定を受けながら介護サービスを受けたことがない
方に対して、お試し在宅サービスを実施してきたが、民間
事業所でも同様のサービスが受けられるので平成１８年
度にこれを廃止する。

年間約６３０千円×３年＝１，８９００千円

1,890 実施 → →
集中改革プランの再掲
（平成１８年度廃止に伴う）

78 健康福祉部 児童福祉課 子育て支援係 子育て情報誌の市民参画型編集

市民参加型の編集により、きめ細かで市民起点の編集内
容を確保し、かつ子育ての支援の輪を市民の中に構築す
る契機としていく。

実施 → → 新規

79 健康福祉部 児童福祉課 保育係 延長保育利用の有料化

保育園で実施している早朝（７：１５～８：１５）、延長（１６：
１５～１９：００）保育の無料を、１日につき１００円の利用徴
収に改める。

年間約９，０００千円×３年＝２７，０００千円

27,000 実施 → →
集中改革プランの再掲
（平成１８年度実施に伴う）

80 健康福祉部 児童福祉課 保育係
保育料徴収基準額表階層区分の見直し検
討

国の保育料徴収基準額表階層区分は７階層であるが、本
市は１７階層で運用している。階層を減らすなど受益者負
担の適正化の観点から保育料についての検討委員会を
設置して見直しを図る。 検討 実施 → 集中改革プランの再掲

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力
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ガバナンス ブランド力
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ガバナンス ブランド力
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ガバナンス ブランド力
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81 健康福祉部 児童福祉課 児童係 児童クラブの有料化

現在児童館で実施している児童クラブ事業は無料である
が、受益者負担の観点から利用料を徴収する。

実施 → → 集中改革プランの再掲

82 健康福祉部 児童福祉課 児童係 北部児童クラブの学校内設置

勅使台団地の建設に伴い、北部児童クラブの利用が増加
している。放課後児童の健全育成には児童の安全確保が
最大の課題であることから沓掛小学校校舎改築に伴い学
校内に設置する。

北部児童クラブ（登録人数）平成１６年１０月１日３５人平
成１７年１０月１日４６人平成１８年１０月１日６１人
大宮児童館建設経費７３，１５６千円－北部児童館内装
工事費３５，２９９千円＝３，７８５７千円 37,857 着手 実施 → 新規

83 健康福祉部 児童福祉課
子育て支援係
保育係　児童係

児童福祉施設の有効利用と指定管理者制
度等の導入検討

児童福祉施設は地域の子育ての中心的な施設であり事
業の多様化が求められる。複合的な役割ができるよう検
討し、それに伴う指定管理者制度や業務委託等最適な民
間委託を導入する。

（支援センター、ファミサポは平成２２年４月、保育園・児
童館は平成２５年４月導入予定）

一部
実施

→
検討

導入
準備

集中改革プランの再掲

84 健康福祉部 健康課 健康推進係 Ａ型機能訓練事業の廃止

介護保険法の改正により、健康課で実施している事業と
同趣旨の筋力トレーニング事業が実施されることとなった
ため廃止する。

年間約７６０千円×３年＝２，２８０千円

2,280 実施 → →
集中改革プランの再掲
（平成１８年度廃止に伴う）

85 健康福祉部 健康課 健康推進係 基本健診の有料化

老人保健法で定められている基本健診を無料としてきた
が、これを見直し一部負担金を徴収する。

年間約１，３００千円×３年＝３，９００千円

3,900 実施 → →
集中改革プランの再掲
（平成１８年度実施に伴う）

86 経済建設部 産業振興課 商工振興係 ひまわりバスの有効活用

中吊り広告やバス停看板の広告、ネーミングライツ等路
線と設備を有効活用し、市財政の財源確保に努める。広
告募集を広報に留まらず商工会に依頼し、市内事業者の
PR活動に寄与し商工振興に役立てる。

サイドステッカー５５０円／月×２枚×１２ヶ月＝２６千円
バス停広告３，６００円／年×５０箇所＝１８０千円
２０６千円×２年＝４１２千円

412 検討 実施 → 新規

87 経済建設部 産業振興課 商工振興係 ひまわり広場の見直し

市の催事案内コーナーとしての利用から、今後は観光、
史跡、特産物等の情報発信コーナー及び写真展を企画
することで、有効活用を図る。賃貸料も減額交渉を行う。

検討 実施 → 新規

88 経済建設部 産業振興課 商工振興係 みんなの生活展の見直し

みんなの生活展での啓発資材の配布を廃止し、展示等啓
発方法についても見直しを図る。

２１８千円×２年＝４３６千円

436 検討 実施 → 新規

89 経済建設部 産業振興課 商工振興係 観光情報の発信

ホームページの充実を図り、情報の収集と発信に特化し
た事業を推進する。桶狭間古戦場に特筆される内容と評
価されるような魅力化と物語性を有した発信を行う。

検討 実施 → 新規

90 経済建設部 下水道課 維持業務係 下水道使用料の改定

８２円／ は県内５１市町村の中で下から４番目に安く、
維持管理に要する費用さえ賄えていないのが現状であ
る。汚水処理に掛かる費用を利用者負担で賄えていな
い。また建設費用に充てた起債の償還も一般会計からの
繰出金に依存をしている。

参考（単価は平成１９年度に委員会等で決定予定）
１１０円の場合４，５００，０００ ×(１１０－８２)円／ ×２
年＝２５２，０００千円　１３０円の場合４，５００，０００ ×
(１３０－８２)円／ ×２年＝４３２，０００千円
（目標見込み）

252,000 検討 実施 → 集中改革プランの再掲
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91 経済建設部 下水道課 維持業務係
農村集落家庭排水施設特別会計の経営健
全化

施設設備の老朽化、利用者負担で運営ができていない現
状から、農村集落家庭排水施設特別会計の長期経営計
画の見直しを図る。平成１９年度に委員会等で単価の改
定を行う。

（以下は試算であり参考数値）
使用料１１０円／ の場合４５０，０００×（１１０－８４）＝
１１，７００千円
使用料１３０円／ の場合４５０，０００×（１３０－８４）＝
２０，７００千円
年間約１１，７００千円×２年＝２３，４００千円（目標見込
み）

23,400 検討 実施 → 新規

92 経済建設部 都市計画課 公園緑地係 地域花いっぱい運動補助金の見直し

地域花いっぱい運動団体に対する補助金を、地域の事業
内容により見直し、１団体３０万円から１０万円に減額す
る。補助対象地区数は増加させる。

年間約６００千円×３年＝１，８００千円

1,800 実施 → →
集中改革プランの再掲
（平成１８年度実施に伴う）

93 経済建設部 都市計画課 公園緑地係 緑化啓発資材無料配布の見直し

緑化木・種子の無料配布を見直し、啓発方法の見直しを
図る。花苗の無料配布の年２回を１回に改め、豊明まつり
での無料配布を１日に改める。

花の種１，０００袋×１００円×３年＝３００千円
花・苗２，０００苗×７０円×３年＝４２０千円
（目標見込み）

720 実施 → → 新規

94 経済建設部 都市計画課 都市整備係 前後駅南地下駐車場の料金改定等

前後駅南地下駐車場の利用実績、需要動向や周辺の民
間駐車場の駐車料金などから、地下駐車場の駐車料金
を改定する。前後駅前駐車場については増設により収益
増を図る。

平成１９年度４，７００千円＋平成２０年度５，０９０千円＋
平成２１年度５，０９０千円＝１４，８８０千円
（目標見込み）

14,880 実施 → → 集中改革プランの再掲

95
収入役補助
組織

出納室 出納係 財務会計システム事務の効率化

財務会計システムはすでにシステム化されて長い年月が
経過しているものの伝票については紙ベースとなっている
ため伝票の記入漏れや決裁漏れも少なくないのが現状で
ある。このような人為的なミスを軽減し、さらに効率的な財
務会計システムを構築する必要がある。

財務会計システムの電子決裁化により、伝票を持ち運ぶ
時間の削減、伝票の所在の明確化、ペーパレス化による
紙資源消費の削減を図る。 一部

実施
実施 → 新規

96 消防本部 消防総務課 庶務係 消防庁舎清掃委託の事業内容の縮小

清掃委託内容（日常清掃／１２ヶ月・定期清掃／隔月）の
見直しによる経費節減を図る。定期清掃の年間回数を見
直し（１８年度より実施）床面清掃年３回→年２回、床面
ワックス年１２回→年６回、カーペット年３回→年２回、ガラ
ス（外面）年２回→年１回

見積参考６，１４９千円（平成１７年度）－４，２９２千円（平
成１８年度見直）＝１，８５７千円節減（年）
年間約１，８５７千円×３年＝５，５７１千円
（目標見込み） 5,571 実施 → → 新規

97 教育部 学校教育課 学校教育係 教職員海外視察研修事業の休止

教職員の海外視察研修事業について、事業効果の検討
により平成１８年度から休止をする。

年間約６６０千円×３年＝１，９８０千円

1,980 実施 → →
集中改革プランの再掲
（平成１８年度休止に伴う）

98 教育部 生涯学習課 生涯学習係 公民館講座受講料の改定

公民館講座受講料の受益者負担を１回１００円から２００
円に引き上げる。

年間約２６０千円×３年＝７８０千円

780 実施 → → 集中改革プランの再掲

99 教育部 文化会館 文化振興係 文化会館の指定管理者制度等導入

文化会館の運営、管理について指定管理者制度や業務
委託を検討し、最適な民間委託を導入する。

検討
導入
準備

導入 集中改革プランの再掲

100 教育部 体育課 体育振興係
福祉体育館及び体育施設の指定管理者制
度等導入検討

体育施設の運営、管理について指定管理者制度や業務
委託を検討し、最適な民間委託を導入する。

検討 検討
導入
準備

集中改革プランの再掲

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力
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101 教育部 図書館 図書係
図書館の指定管理者制度等導入（集Ｐ標題）
民間委託の導入（図書館提出）

図書館の運営、管理について指定管理者制度や業務委
託を検討し、最適な民間委託を導入する。

検討
導入
準備

導入 → 集中改革プランの再掲

102 教育部 図書館 図書係
開館時間延長時（木曜日）における時差出勤
の導入

平成１３年７月より木曜日の開館時間延長（１７時～１９
時）を実施しており、正職員３名、臨時職員３名の勤務体
制で対応している。開館時間延長は市民要望であり今後
も継続していかなければならないが利用者数など事業効
果を考え経費を抑制していく。

現在正職員３人については、時間外勤務として対応して
いるが、２時間の時差出勤を実施することによって超過
勤務手当ての削減を図る。
１９，８００円/日×４８回/年×２年＝１，９００千円
（目標見込み）

1,900
検討
導入
準備

実施 → 新規

財政効果額　合計 928,768

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力

組織制度 減量効率化

ガバナンス ブランド力
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